
１． はじめに

平成23年東北地方太平洋沖地震・津波で

は防波堤等の多数の施設が倒壊し、背後で甚

大な被害が発生した。被害の発端の一つとし

て防波堤基礎マウンド被覆ブロックの流失が

あげられており、漁港・漁場の施設の設計参

考図書（2015年版、以下“黒本”とする）で

は津波流れに対する防波堤マウンド上被覆ブ

ロックの所要質量算定を行うため、式(1)に示

すイスバッシュ式が示されていた1-5)。［令和

５年４月に行われた黒本の改訂において当該

箇所の記述が更新されたが、改訂は本知見を

踏まえて行われたため、本稿の背景としては

2015年版を参照する］

ここでMはブロック質量、SB=ρB⁄ρWはブロッ

ク比重、ρBはブロック密度、ρWは水密度、Uは

流速、gは重力加速度、θはマウンド傾斜角、

yはブロック毎の特性値（イスバッシュ係数）

であり、一般に y=1.08が参照される1,2,6)。ま

た、イスバッシュ式の成り立ちは斜面上に位

置する球体とみなした部材に作用する流体力

（抗力）等によるモーメントのつり合いの力学

的枠組みを想定している7)。

一方、設計実務においては、イスバッシュ

式とy=1.08を用いる現行手法では、現実に起

こり得る範囲での比較的高流速（10m/s程度）

の条件下で被覆ブロックの質量が数百〜数千

トンと算定され、現実的には設計を進めるこ

とができなくなっていることなどが指摘され

ている。

津波流れ作用下でのイスバッシュ式の適用

性等についてはこれまでに多くの検討事例が

存在する6-13)。古市ら11-13)はイスバッシュ式に

よる球体形を仮定した式展開を方塊型（直方

体）としたものに変更するとともに、被害の
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発端となるマウンドの下流側法肩部での局所

的な揚力作用等によるモーメントのつり合い

や、揚力作用長さ（ l ）がブロック長に比例す

ることを仮定して算定式を修正した（式(2)）。

ここで x=Ｘ/(α/β)1/6、 Ｘは式(1)でのyに
相当する特性値、α、βはそれぞれブロック

の高さ、奥行幅とブロック長さとの比であり、

古市ら12,13)は式(2)で回転の軸を側面中央（γ 

=0.5）と仮定した。さらに、ブロックの安定

性が水位とともに変化し、実務の観点では、

異なる水位条件に適用するべき x値が必ずし

も同等とはならないことが指摘された13)。

他方、津波作用下でのイスバッシュ式の適

用性に係る既往検討は、しばしば、狭域水路

内の鉛直2次元的な流れ作用下での実験結果に

基づいてきた。鉛直２次元的な検討は３次元

の検討と比べて検討条件を理想化していると

ともにその実験実施が容易であり、例えば方

塊型以外の形状のブロックの特性を把握する

水理実験等において9),18)前者の条件下での知

見の蓄積が後者より進展し易いと予想される。

これまでに、防波堤堤頭部での波作用に対す

るブロック安定性や、堤頭部での流動特性に

関する検討例が報告されているものの14,15)、安

定質量算定の実務の上では、防波堤の堤頭部

での複雑な流れ条件下でのブロック安定性に

係る知見の充実も不可欠である。

以上を踏まえ、本研究は、幅広の水槽を用

いた定常流条件下での水理模型実験と、関連

した数値計算を実施し、鉛直２次元条件下で

の被覆ブロック安定性の知見と堤頭部周辺で

の特性とを比較・検討することを目的とした。

なお、本稿は古市ら19)を元に行政担当者や

設計実務者向けに加筆・修正を行ったもので

ある。

２． 検討手法

2-1　水理模型実験

実験装置には水産研究・教育機構水産技術

研究所（神栖庁舎）における、幅2.8ｍ、長さ

6.0ｍ、深さ1.4ｍの計測可能部分エリアを有

した回流実験装置を用いた。捨石マウンド上

に被覆ブロックを敷き詰めるとともに防波堤

の堤頭部相当部分を設置した模型形状とした

（図－１(a)）。縮尺は1/80として、マウンド天

端幅は被覆ブロック２個並び＋根固め方塊ブ

ロックとし、沖側天端－防波堤－岸側天端の

幅は約0.41－0.48ｍ（フルード相似則による

現地量32－40ｍ）、マウンド高さ（厚さ）は0.1 

ｍ（同８ｍ）とした。作用流速を変化幅約0.05

－0.1m/sで最大約1.5m/sまで段階的に引き上

げることで流速を増加させてブロックの移動

図ー１　本研究での検討対象の模式図（a）水理模型実験の模式図（b）堤頭部周辺での水圧計測 （c）数値計算
での堤頭部周辺での境界条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

表ー１　検討ケースの一覧
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開始流量を調べた。ブロックの移動試験は各

ケースで３回以上繰り返し、ブロック１個以

上の移動が生じた流量ランクの一つ前を移動

開始（安定限界）流量とした。

本研究では比重2.3の方塊型（式 (2)では

α=0.375、β= １）のブロックを対象として、

ブロックサイズ、マウンド法勾配、初期水位

（水路床からの高さ）を変化させた実験を実施

した（表－１）。ブロック移動実験の後に、水

位、流速、一部ケースでの圧力を、マウンド

上に載せた網にブロックを接着・固定した上

で、容量式波高計（ケネック製）と電磁流速

計・プロペラ流速計（ケネック製）、半導体型

動歪み式波圧計（SSK製、Ｐ310）によって各々

計測した。流速については、原則として、移

動開始箇所近傍でのブロック面上10mm高さで

の水平方向流速（UB）を計測し、一部ケース

でUBの他に鉛直方向に３層、すなわち水位の

20％、60％、80％の深度での流速情報を取得

した（図－１(a)）。図－１(b)や表－１に示す

ように、離脱メカニズム検討のため、「特大

３」ブロックのケースでマウンド法面上端の

ブロックの上下面３箇所での圧力を計測した。

水位・流速・圧力のデータ取得間隔は20ms（50 

Hz）で、計測期間はブロック移動試験に対応し、

それぞれの流量ランクで30秒間とした。

2-2　数値計算

実験結果の解釈補完を目的として、古市ら
11)を参考に一定流量条件下での堤頭部周辺で

の流動場を流体解析ツールOpenFOAM16)を用

いて計算した。図－１(c)に堤頭部周辺の計

算領域の概要を示す。マウンド周辺で小サイ

ズの方塊型ブロック（40mm×40mm×15mm）群

を模した固定壁境界を設定し（表－１）、実

験でブロックが移動開始した周辺の複数の流

量ランクでの流況の再現計算を行なった。格

子間隔は0.125－２cm（ブロック周辺で最小）

で、隣接するブロック境界間の距離が２－３

格子分となるようにした。捨石マウンド部は

多孔質体としてモデル化し、抵抗力はDupuit-

Forchheimer則で与え、乱流モデルとして低レ

(a) ブロック離脱の様子

(c) ブロックの離脱位置の分布の例

(b) 水位 h( カラー )・流速 UB( 矢印）の分布

図ー２　水理模型実験結果の概要．（a）実験風景（b）流速・水位の分布例（c)）ブロックの離脱開始箇所の分布例
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イノルズ数型のLaunder-Sharma17)の手法を用

いた。このようにして得た実験・計算結果を

既往の鉛直２次元（以降、堤幹部と呼ぶ）条

件での検討結果11-13)と比較した。

３． 結果と考察

3-1　実験結果の概要

図－２に実験の風景、流動場の計測結果、

及びブロック移動箇所の一例を示す。ブロッ

クの離脱は稜線部付近（図－２(a)①、(c)黄

色部分)から始まり、それに法肩部（同(a)②、

(c)赤色あるいは橙色部分）が続く場合が多

かった。図－２(c)に示すように、稜線部と法

肩部の離脱開始箇所が離れている場合が多く、

各々の離脱過程は独立していると考えられた。

また本実験でのマウンド模型の稜線部の形状

が角張っている等の理由から実験での同部に

おけるブロック配置の際の不陸が実現場の施

工と比べて甚だ大きく、実現場の稜線部での

被災は本実験のようには発生し難いものと考

え、以降の考察では法肩部付近での離脱を対

象とする。また、初期水位の低下とともにブ

ロックの離脱開始位置が法面上端から中央付

近（図－２(c)赤→橙）に移っており、堤幹部

での知見13）と矛盾しない。堤頭部周辺の流速

場については、主流の作用方向と堤体に沿う

方向の双方の寄与が顕著で、水位は主流の作

用方向に必ずしも単調低下しない複雑な分布

を示した（図－２(b)）。

3-2　堤頭部と堤幹部の比較

図－３に堤頭部と堤幹部13)実験間の比較結

果を示す。まず、ブロックの離脱開始箇所周

辺での底面近傍流速UBを初期水位とともに、

また、UB等から評価した安定質量の算定式内

の流体力係数 x［=Ｘ/(α/β)1/6］を移動開始時

の水位（h/hM ； hは水路床からの水位、hMはマ

ウンド高さ）とともに調べた（図－３(a)(b)）。

さらに、既往検討11-13)で言及された xの評価値

から推算される流体力の作用長さ相当値（kl）
や、ブロック面に作用する揚力値 PL（ブロッ

ク面に垂直な方向に定義した。このため法面

図ー３　堤頭部―堤幹部実験の比較：（a）移動開始（安定限界）流速・（b）係数xの評価値・（c）作用揚力PLと
流速・水位との関係  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　

図ー４　堤頭部実験で得られた（a）kl 値および（b） 
揚力の計測結果の例　　　　 　
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では図－１(b)内に示すzb方向となる）を調べ

たところ、kl値がブロックの大きさとともに

増大したり（図－４(a)）、同一ブロック面上

での揚力PL値が上流側端付近（図－４(b)での

d < 0.02 ｍの範囲）で増大することが確認さ

れた。これらは堤幹部を対象とした既往知見
11,13)と整合しており、鉛直２次元の結果から

得られた力学仮定や算定式、係数 xを堤頭部に

おいても適用できることを定性的に支持する

結果である。

一方で、堤頭部（図－３(a)青）では堤幹部

（赤）より移動開始流速が同程度か少し減少し、

その結果、堤頭部では、堤幹部よりも小さな x
の評価値が得られる傾向がブロックの大小に

よらず確認された。図－３(b)に示すように、

堤幹部と堤頭部のそれぞれでのxの評価値から

回帰式を求め（図－３(b)赤・青線）、同等の

h/hMの水位条件で比較した。例えば、h/hM=1.5

のとき堤頭部での x値と堤幹部での x値の比r
は勾配1.5では r≒0.93(1.27/1.36)、勾配2.0

では r≒0.87(1.13/1.30)となり、総じて、x
値が堤頭部では５－10％程度小さくなった（図
－３(b)）。安定質量の算定値は xの６乗に反

比例するため、同等流速に対する安定質量を

堤頭部では堤幹部より概ね1.5倍以上大きく算

定する必要性が示唆された。

図－３(a)(b)の結果を説明するメカニズム

検討のため、ブロックに作用する揚力（PL）

を流速UBや水位h/hMの関数として調べた（図
－３(c)；ここでのPL値は計測された３点中の

最上端側での値）。その結果、底面近傍流速値

UBに対する揚力が堤頭部で堤幹部より大きい

傾向となり、また法勾配1:1.5、初期水位13cm

の計測でも同様の結果が得られ（図示しない）、

図－３(a)(b)の結果を裏付ける圧力分布が確

認された。

図ー５　計算結果の概要．（a）（b）堤頭部計算での流速・水位分布（c）堤幹部計算からの流速・圧力分布（d）
堤頭部計と実験結果との比較　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　

図ー６　作用流体力の空間分布．（a）揚力PL（b）ブロック上面圧力（c）ブロック下面圧力
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3-3　数値計算に基づく検討結果

図－５に数値計算の結果を示す。実験結果

（図－２(b)）と同様に、図－５(a)から堤頭部

付近では主流方向のみならず堤体に沿う流れ

の成分も卓越する様子がみてとれる。

実験結果と計算結果での流速・水位を比較

したところ、堤頭部の主流方向から見て下流

側（図－５(d)⑤⑥）での複雑な水位・流速場

は必ずしも良好には再現されていないものの、

それより上流側（①〜④）の流速・水位変動

は実験結果とよく合致していることを確認で

きる。またブロック面上の揚力場（図－６(a)）

をブロック上面と下面との圧力差（図－６(b)

(c)）から算定したところ、実験で離脱開始し

やすいと確認された法面上端部ブロック、特

にそのブロック面内の上端部側で局所的に大

きな揚力PL値を確認できる（図－６の黒丸破

線内）。図－７に数値計算から得られた流速と

揚力（計測と同様にブロック面内の上端側の

位置での値）との関係図を示す。底面近傍流

速（UB）が約0.8m/sのときに揚力PLが200Pa

を超えており（図－７(b)上段の青点・緑線）、

図－３(c)等と比較して、対象としたブロック

サイズが異なるものの、流体力場の再現性も

良好である様子を確認できる。

このようにして得られた結果を用いて、底

面近傍流速（UB）―揚力（PL）値及び、実務

での利用が想定される鉛直平均（断面平均）

流速―揚力値の双方の関連性を調べた（図－
７青●）。また同図では比較のため、堤幹部ケー

スでの該当ケースでの流速―揚力関係を合わ

せて示した（古市ら11）の最小解像度を0.125 

cmとした再計算；図－７赤●）。いずれの流速

を参照した場合でも、堤頭部（青）、堤幹部（赤）

双方の計算結果において、(a)天端部よりも(b)

法肩上部での揚力が大きい傾向を確認できる。

また天端部と法肩上部の双方で、同等流速に

対して堤幹部よりも堤頭部において大きな揚

力が作用する、あるいは、同等の揚力に対応

する流速値が堤幹部よりも堤頭部において小

さい傾向が確認された。このような堤頭部の

場合での揚力の増大に対する考えられる一つ

の説明として、堤頭部周辺の流速の鉛直断面

分布（図－５(b)）によって堤幹部（図－５(c)）

と同様に「遠心力による圧力低下（流線曲率

の定理）」等が働き、これに水平断面上の流速

分布（図－５(a)）による平面的な「遠心力に

よる圧力低下」の影響が追加された可能性が

挙げられる。

４． 本研究のまとめと今後の課題

津波作用下での被覆ブロックの安定質量算

定の実務の上では、理想化された鉛直２次元

条件下での検討に加え、防波堤の堤頭部での

複雑な流れ条件下でのブロック安定性に係る

知見の充実が併せて求められる。本研究は、

幅広の水槽を用いた定常流条件下での水理模

型実験と、関連した数値計算を実施し、堤頭

部周辺での被覆ブロック安定性の特性と鉛直

２次元条件下での知見とを比較・検討した。

水圧計測や数値計算の結果から、マウンド

の法肩でのブロック離脱過程や作用流体力の

分布の局所性の特徴が鉛直２次元条件（堤幹

部）を対象とした既往知見11,13)と整合してお

り、堤幹部での検討結果から得られた力学仮

定や算定式を堤頭部に適用できることを定性

的に支持する結果が得られた。一方で、同等

の定常流作用下でのマウンド上被覆ブロック

図ー７　作用流体力の数値計算結果の堤頭部―堤
　　　　幹部間での比較。上段（下段）は流速の底

　　　面近傍（断面平均）値を参照した結果。
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の安定性が、堤頭部においては流況の複雑化

のために堤幹部より低下することを示した。

本研究は鉛直２次元条件下での知見の蓄積

を堤頭部周辺でのブロック安定性の検討に反

映する上での留意点を調査し、既往検討によ

る算定式の修正や水位に伴うブロック安定性

の変化の知見11,13)とともに、今後の合理的か

つ現実的なブロック質量の算定実務への有用

知見を示すものである。ただし、本研究では

マウンドおよび防波堤の形状や津波が作用す

る方向について限られた条件のみを対象とし

た。特に堤頭部での不安定化の程度に係る定

量的議論については、さらなる知見を集積す

ることが今後に残された課題である。

５． 研究成果を踏まえた新たな

　　 設計法の概略

津波流れ作用下における防波堤周辺の被覆

ブロックの安定質量算定に対する一連の知見
11-13)が集積され、令和５年４月にはそれを踏ま

えて「漁港・漁場の施設の設計参考図書」が

一部改訂された。被覆ブロックの安定質量を

算定するには式(2)を用いるが、入力条件とな

る流速U、質量算定の係数 x（以下、「係数 x」）、
勾配θの設定に関しては以下に留意する。な

お、以下の記述では式(2)を用いるための技術

的な背景となる一般論も含めて解説するため、

一部、改訂内容に記載のない情報も含む。

5-1　流速の設定

通常、津波流速は適切な断層モデルと非線

形長波理論に基づく津波伝播シミュレーショ

ンで算定される2)。その際、「漁港・漁場の施

設の設計参考図書」に示される計算格子サイ

ズ（５ｍ）を用いれば防波堤周辺では１スパ

ン＝１格子程度の解像度での算定となる。ま

た、非線形長波理論は平面２次元計算である

ため、各計算格子での流速の鉛直分布は再現

されない。流体中にある物体の作用流体力は

水理学的には物体近傍の流速を参照するべき

であるが、式(2)の構築にあたっては設計実務

での利用を考慮し、断面平均流速を参照した

検討を行っている11,13)。このため、流速の設

定にあたっては津波伝播シミュレーションの

結果（断面平均流速）をそのまま用いてよい。

5-2　質量算定の係数xの設定

式(2)では式中の係数 xは形状毎に固有の特

性値（流体力係数）となる。既報11,13)では水

理模型実験に基づいて方塊型ブロックの係数

xを定めたが、設計実務においてメーカーの被

覆ブロックを用いる場合は個々のブロック形

状に応じた係数 xを用いる必要がある。各ブ

ロックの係数 xはメーカーが性能値として評

価しているほか、今後は（一社）漁港漁場新

技術研究会が一括して公表する予定としてい

る18)。なお、一般に係数 xを含む“流体力係数”

は相似形のブロックであれば同一の値でよい

とされる。また、5-1で上述したとおり、設計

実務においては設計流速に断面平均流速を用

いるため、各ブロックの係数 xの評価に際し、

参照流速を断面平均流速としていることを確

認する必要がある。

5-3　斜面勾配

式(2)中のθはマウンド傾斜角である。津波

伝播シミュレーションでは各計算格子におけ

る２方向成分流速が算出されるため、流れの

向きを考慮することができる。この場合、マ

ウンド傾斜角と津波流れの向きを合成するこ

とで正確な傾斜角を設定することは可能であ

る。実際の津波伝播シミュレーションでは津

波流れの多くは防波堤に沿う、或いは非常に

緩やかな角度で来襲するため、ほとんどの場

合でθ＝０°に近い数値となるが、特に堤頭

部付近では非線形長波理論では考慮できない

３次元的な流れが生じることから、θ＝０°と

した照査では危険となる懸念がある。このた

め、ブロック質量の算定にあたってはθにマ

ウンド傾斜角をそのまま入力することが望ま

しい。

5-4　その他の留意点

方塊型ブロックの式(2)中の係数 xは水位に

よって変化することが確認されている11,13)。す

なわち、最大の津波流速作用時が最もブロッ

クの必要質量が大きくなるとは限らず、それ

よりも低い流速でも水位が低い時刻で必要質

量が大きくなる可能性がある。このため、よ
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り安全側となる安定質量算定を行うためには

津波伝搬シミュレーションにより時々刻々と

変化する水位と流速の組み合わせの中から最

もブロックの所要質量が大きくなる状態を抽

出する必要がある。
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